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１ 本質問回答は、令和７年８月４日(月)から８月６日(水)までに受け付け

た東松島市学校給食センター維持管理運営包括委託事業の募集要項等に関

する質問を項目順に整理するとともに、その回答を付したものです。 

２ 項目・質問の内容は､質問者の記載のとおりとしています。ただし、記

載位置については、市で整理していますので注意してください。 

 

  



 （１）

１ 募集要項等に関する質問回答 
 

＜ 募集要項に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

1 日常更新の定

義について 

2 2 1 (5) ①   「日常修繕・日常更新業

務」における「日常更新」

とは事業者が行う修繕業務

のうち、修繕を施すよりも

製品入替を実施した方が品

質的にもコスト的にもメリ

ットが有ると判断し、結果

として「製品を更新」する

場合と定義して宜しいでし

ょうか。具体例：排水ポン

プ本体交換など 

日常修繕には、ご質問のよ

うな「事業者が行う修繕業

務のうち、修繕を施すより

も製品入替を実施した方が

品質的にもコスト的にもメ

リットが有ると判断し、結

果として「製品を更新」す

る場合」も含まれますが、

これに限るものではありま

せん。詳細については、要

求水準書第２､１､ (1)の

「2)･･･本事業とは別途に

実施（発注）する計画修

繕・計画更新業務の考え方

（定義）･･･」を参照して

ください。 

2 応募者の参加

資格（応募者

の種類） 

4 3 2 (1)    「建築物・建築設備等の維

持管理に当たる者、調理設

備等の維持管理に当たる者

及び運営に当たる者等で構

成される」とありますが、

その他の業務に当たる者を

応募グループに加えても宜

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。応募

者は、建築物・建築設備等

の維持管理に当たる者、調

理設備等の維持管理に当た

る者及び運営に当たる者等

で構成されるものとしてい

ますが、ここでの“等”と

は、表記の三者以外の者を

指します。なお、参加表明

書及び参加資格審査申請書

の提出時には、建築物・建

築設備等の維持管理に当た

る者、調理設備等の維持管

理に当たる者及び運営に当

たる者が含まれている必要

があることに留意してくだ

さい。 

3 応募企業又は

応募グループ

の構成員の参

加資格 

4 3 2 (2)    その他の業務に当たる者を

応募グループに加える場

合、次ページ記載の①の

「構成員共通」のアイウを

満たせば宜しいでしょう

か。 

その他に当たる者は、募集

要項第３､２､(2)､①の参加

資格とともに、同(3)の制

限を満たしている必要があ

ります。 

4 必要書類 4 3 2 (2) ①   運営・維持管理業務以外業

務（マネジメント）を行う

場合、①応募企業又は応募

グループの構成員共通の要

件のみ充足していれば問題

ないとの理解でよろしいで

番号３への回答を参照して

ください。 



 （２）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

しょうか。 

5 実績を証明す

る書類につい

て 

5 3 2 (2) ②   「学校給食施設又は民間調

理施設の維持管理業務の実

績を有していること」を証

明する実績について、事業

名称や契約者を特定できる

情報を黒塗りにした契約書

等を提出しても宜しいでし

ょうか。 

ご質問にあるような方法で

もよいものとします。 

6 応募の無効に

ついて 

11 3 2 (12) ⑤ ｵ  「明らかに連合によると認

められる応募」での「連

合」とは「カルテル、談

合」を意味する言葉との認

識ですが間違いは無いでし

ょうか。 

東松島市競争契約入札心得

の「第９条 入札参加者が

連合し、又は不穏の行動を

なす等の場合において、入

札を公正に執行することが

できないと認められるとき

は、当該入札参加者を入札

に参加させず、又は入札の

執行を延期し、若しくは取

りやめることがある。」に

基づく規定であり、“連

合”とは、私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関す

る法律で禁止されている

「不当な取引制限（事業者

が、契約、協定その他何ら

の名義をもつてするかを問

わず、他の事業者と共同し

て対価を決定し、維持し、

若しくは引き上げ、又は数

量、技術、製品、設備若し

くは取引の相手方を制限す

る等相互にその事業活動を

拘束し、又は遂行すること

により、公共の利益に反し

て、一定の取引分野におけ

る競争を実質的に制限する

こと」に該当します。 

7 契約保証金 16 5 5 (2)    履行保証について、全期間

の対価の 100 分の 10 以上

とされておりますが、長期

包括においては当該年度の

対価の 100 分の 10 以上が

一般的かと存じますのでご

修正ください。また履行保

証保険で対応するのが一般

的かと存じますが、維持管

理・運営業務を対象とする

履行保証保険においては当

「サービス対価の 100 分の

10以上としなければならな

い。」を「当該年度のサー

ビス対価の 100 分の 10 以

上 としな ければ ならな

い。」と修正します。 

なお、これに伴い包括委託

契約書（案）第 41 条の

「１ ･･･「本契約」締結時

点での「施設等維持管理費

相当分」（年額）及び「給



 （３）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

該年度を対象とした保険し

か存在せず、工事請負と異

なり履行期間すべてを対象

とする保険がございません

ので、保険実務に照らして

も年度の 100 分の 10 以上

に修正をお願いいたしま

す。（本事業と同様に PFI

事業後の長期包括とした千

葉市「新港学校給食センタ

ー維持管理運営長期包括事

業」においても、年間委託

料の 100 分の 10 とされて

おります） 

食運営等費相当分」（年

額）の 100 分の 25 に相当

する金額を違約金･･･」を

「１ ･･･当該年度の「施設

等維持管理費相当分」及び

「給食運営等費相当分」の

100分の 10に相当する金額

を違約金･･･」に修正しま

す。 

8 契約保証金 16 5 5 (2)    付保すべき保険（22 頁以

下）では、自ら又は受託者

をして保険に加入させる旨

の記載があり、運営企業・

維持管理企業での付保が認

められていることから、履

行保証保険に加入する場合

においても、運営企業・維

持管理企業それぞれが実施

する業務を対象に履行保証

保険付保することでも問題

ないとの理解でよろしいで

しょうか。 

ご質問の履行保証保険契約

は、特別目的会社（ＳＰ

Ｃ）又は共同企業体（Ｊ

Ｖ）での付保が必要となり

ます。 

9 維持管理費相

当分の支払い 

18 5 6 (2) ② ｱ  「維持管理業務に関する開

業準備・引継業務に係るサ

ービス対価についても、給

食提供の期間の 10 年にわ

たって、年４回・計 40 回

の平準方式で行う」と記載

がありますが、開業準備・

引継業務に係る費用は事業

者としても負担が大きく、

当該業務分の役務提供も完

了しているため、当該サー

ビス対価は初回の支払いに

含めてお支払いいただけま

すようお願い申し上げま

す。尚、費用として、具体

的には弁護士費用その他で

500-1000万円程度を見積も

っております。 

原案のとおりとします。 

10 維持管理業務

の物価改定指

数について 

18 5 6 (2) ③ ｲ a) 「改定の指数（現指数）：

毎年の８月次の「企業向け

サービス価格指数」（日本

原案のとおりとします。 



 （４）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

銀行調査統計局）の指数を

基に算出する。」とありま

すが、地域性・市場価格へ

の追従性・業務内容との適

合性を鑑みて「改定の指数

（現指数）：毎年の「建築

保全業務労務単価」（国交

省）のうち宮城地区・保全

技師Ⅰの日割基礎単価を採

用いただけないでしょう

か。 

11 維持管理費相

当分の支払額

の改定 

19 5 6 (2) ③ ｳ c) 昨今の物価上昇に鑑み、±

1.5％変動要件は削除いた

だきたく存じます。特に本

事業では施設の老朽化が進

むことから前 PFI 事業に比

べ対応すべき事項が多いこ

とや、運営業務においても

人員確保が年々厳しくなる

状況が想定されることか

ら、10年間安定的に業務を

行うべく、現 PFI 事業にお

いて用いられている改定ル

ールを見直していただきた

く存じます。 

原案のとおりとします。 

12 サービス価格

の指数 

19 5 6 (2) ③ ｴ C) SPPI0710 の算出方法とし

て、調査月の消費税及び地

方消費税率が用いて税込指

数を割り戻す方法になって

いますが、「消費税を除い

たサービス価格指数」も存

在するため、こちらを採用

いただけますようお願いい

たします。 

消費税込みの指標とした場

合、税率変更に伴って再計

算しなければならなくなる

ため、事務的な手間が生じ

ます。 

原案のとおりとします。な

お、消費税及び地方消費税

を含む統計が正規のもので

あり、消費税及び地方消費

税を含まない統計は仮のも

のであると認識していま

す。 

13 運営費相当分

の支払額の改

定 

21 5 6 (3) ③ ｴ c) 改定指標を「企業向けサー

ビス価格指数/労働者派遣

サービス」から「宮城県最

低賃金」に変更をお願いい

たします。現状、労働者派

遣サービスの指標は、最低

賃金の上昇率に追いついて

おらず、この指標を維持す

る場合、10年間の業務遂行

（別紙）のとおり修正しま

す。 



 （５）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

ができない恐れがありま

す。 

14 付保すべき保

険等について 

23 5 7     第三者賠償責任保険につい

て、保険の契約者および被

保険者は「事業者又は維持

管理にあたる者及び運営に

あたる者」とありますが、

維持管理にあたる者と運営

にあたる者それぞれが第三

者賠償責任保険に加入し、

それぞれの証券を提出して

も宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。な

お、証券又はこれに代わる

ものを提示することでよい

ものとし、市は､これを確

認するとともに、必要に応

じて写しを保管します。 

15 付保すべき保

険等について 

23 5 7     第三者賠償責任保険につい

て、事業者が自社事業のた

め包括契約している以下保

険契約をもって本事業の募

集要項に定める付保すべき

保険を付保したものとして

宜しいでしょうか。 

契約者 ：事業者の親会社 

被保険者：事業者 

契約期間：毎年更新 

補償限度額：対人対物共通 

１事故 10 億円以上 

補償対象：業務中に発生し

た損害事故等 

ご理解のとおりですが、当

該包括契約の総額に係る限

度額や対象とする業務（契

約）等において、特段の問

題がない（有効である）こ

との説明が必要となりま

す。 

16 予想されるリ

スク分担と責

任分担 

24 6 2 (1)    実施方針におけるリスク分

担表は、包括委託契約書に

すべて反映されており、ゆ

えに、実施方針のリスク分

担表はリスク分担の早見表

として活用できるとの理解

でよろしいでしょうか。 

本事業では、事業実施方針

においてリスク分担表を公

表していません。本事業に

おけるリスク分担は、公募

要項等（主として「包括委

託契約書（案）」）によるも

のとします。 

17 サービス対価

の減額につい

て 

28 6 5 (3) ⑥   開業より 16 年目を迎える

施設であることから、設備

不具合に起因する提供不全

リスクは現事業期間より大

きくなっております。 

合計ペナルティポイントの

累積に関しては、維持管

理・運営業務において事業

者の優れたサービスが提供

された場合に、ポイントの

減額となる様な仕組みの検

討は可能でしょうか。 

原案のとおりとします。事

業者の優れたサービスの提

供は評価されるものです

が、所定水準の未達成を補

完するものではありませ

ん。なお、募集要項第６､

５､(3)､④､イの「b) ･･･次

の場合は是正勧告を行わな

い（≒ペナルティポイント

を付さない。）。／・予め市

の承諾を得た作業等によっ

て、やむを得ず所定水準を

達成するサービスの提供が

されなかった場合／・市の



 （６）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

責めに帰すべき事由により

所定水準を達成するサービ

スの提供がされなかった場

合／・見学者等の第三者の

責めに帰すべき事由により

所定水準を達成するサービ

スの提供がされなかった場

合／・不可抗力又は法令変

更によって、やむを得ず所

定水準を達成するサービス

の提供がされなかった場

合」としていることに留意

してください。 

18 財務状況に関

するモニタリ

ング 

30 6 5 (4)    財務モニタリングの規定は

ＳＰＣを前提にしている記

載かと思慮いたします。Ｓ

ＰＣを組成しない場合（Ｊ

Ｖで契約する場合）、（４）

の財務の状況に関するモニ

タリングは適用されず、提

出する書類は、ＪＶ内の対

価配分方法に関する書面

（対価改定通知含む）で足

りるとの理解でよろしいで

しょうか。 

事業期間中のＪＶの収入

は、市との契約（改定通知

による対価の改定を含む）

に基づくことから市はＪＶ

の収入を常に把握されてお

り、支出は、事業開始時に

合意するＪＶ内部での配分

方法によって配分していく

ため、上記資料を提出すれ

ば、ＪＶの収支を十分把握

することができるかと存じ

ます。（様式集 39 頁に記載

されている「余剰金の預貯

金、短期借入」など、市が

事業者からの報告をうけて

把握すべき項目がない前提

です） 

財務の状況に関するモニタ

リングは、特別目的会社

（ＳＰＣ）を設立しないで

応募者グループのすべての

構成員を持って共同企業体

（ＪＶ）を組成する場合に

おいても実施するものと

し、当該共同企業体の構成

員の財務状況等が、モニタ

リングの対象となります。

なお、提出すべき財務書類

の内容については、市と事

業者で協議の上、市が定め

るものとします。 

19 光熱水費に関

するモニタリ

ング 

31 6 4 (5)    光熱水費について、「現事

業における光熱水費の120%

（価格換算）を超えた場

合」と記載がありますが、

事業者側は光熱水費の価格

のコントロールができない

基本的には、光熱水量での

比較とするものですが、電

気、水道、ガスと異なる光

熱水量を単純に比較するこ

とが困難であるため、現事

業の光熱水量と本事業の光



 （７）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

ため、光熱水量ベースでご

判断いただきたく、上記文

章より（価格換算）という

言葉を削除願います。 

熱水量を比較する場合、同

一時点単価によって価格換

算した上で比較しようとい

うものです。なお、「同一

時点単価」として、令和

５・６年度の平均単価を想

定しています。 

 

＜ 様式集に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 
様式 
番号 Ⅰ 1 (1) 1) ｱ 質 問 回 答 

20 全般        Word 版と Excel 版を公表し

てください。 

様式集は、ＷＯＲＤ版にて

公表しています。なお、 

ＥＸＣＥＬ版は、応募者の

提案にもかかわることであ

るため、応募者の作成によ

るものとします。 

21 参加資格要件

に関する書類 

       その他の業務（事業マネジ

メント等）を行う企業の参

加資格要件に関する提出書

類（維持管理：様式７・

８、運営：様式９に相当）

がございません。 

募集要項 5 頁では、共通条

件として「令和７年度東松

島市競争入札参加資格者名

簿に登録をされているこ

と」が要求されております

が、かかる条件の充足を証

明する資料の提出は不要で

しょうか。必要な場合、そ

の他企業用の様式を作成い

ただけますでしょうか。 

＜様式９＞を＜様式９の２ 

＞とし、「運営企業」を

「その他企業」に書き換え

るとともに、資格要件の項

目のうち「イ ＨＡＣＣ

Ｐ･･･添付します。」、「ウ 

学校給食施設･･･添付しま

す。」を削除の上、作成し

てください。 

22 参加表明書 9 2      参加表明書には「その他企

業」の記載欄があることか

ら、その他企業の応募もお

認めいただけるとの理解で

宜しいでしょうか。 

番号２への回答を参照して

ください。 

23 参加資格要件

に関する書類 

16 9      「その他企業」を応募グル

ープに加える場合、この様

式はどのように準備すれば

宜しいでしょうか。 

番号 21 への回答を参照し

てください。 

24 応募グループ

の構成員の納

税に関する書

類 

17 10      「参加資格審査申請の受付

期限日において、国税又は

地方税を滞納していない

（納税している）者である

ことを証する書類」とあり

納税証明書は、応募者の備

えるべき参加資格に関する

確認基準日（参加表明書及

び参加資格審査申請書の受

付期限日）の３か月以内に



 （８）

番号 項 目 頁 
様式 
番号 Ⅰ 1 (1) 1) ｱ 質 問 回 答 

ますが、募集要項の公表日

（7 月 22 日）を基準とし発

行された最新の納税証明書

を提出すれば宜しいでしょ

うか。 

発行されたものを有効とし

ます。 

25 提案書確認リ

スト 

23 14      ＜様式１４＞につきまし

て、提案書確認リストの下

方に様式番号、書類名が重

複して記載されております

が、重複分（下半分）は誤

記のため、提出時は削除し

てよろしいでしょうか。 

ご質問の事実が確認できま

せん。 

26 資金計画の総

合計 

36 25 1   3)  ＜様式２５－１＞につきま

して、固定料金分と変動料

金分の合計を記載する総合

計のページがありますが、

これは事業期間中の固定料

金分の総額と、変動料金分

の総額、及びその総合計を

確認する意図でしょうか。  

ご理解のとおりです。＜様

式 25-１＞には、＜様式

25-２＞と＜様式 25-３＞の

合計額を記載してくださ

い。 

 

＜ 要求水準書に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 第 1 (1) 1) ｱ ① 質 問 回 答 

27 計画修繕・計

画更新業務に

ついて 

4 2 1 (1) 1)   維持管理は予防保全を基本

とし、計画修繕・計画更新

業務は 4 年目以降を目安に

実施を想定とあります。万

一 3 年目までに故障修繕が

必要となり、費用が 75 万

円以上の価格となる場合は

別途発注いただけると考え

て宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

28 日常修繕・日

常更新業務に

ついて 

4 2 1 (1) 2) ｲ  製造企業及び専門施工企業

等が対応する必要があるも

ののうち、比較的軽微（当

該業務に係る費用が 75 万

円（税込）未満のもの）と

あるが、事業者(事業者が

発注する工事業者)の見積

金額で了承されるか、また

は市側の金額精査が入るの

か伺いたい。 

市は、事業者（事業者が発

注する工事業者）の見積金

額を尊重するものとします

が、当然に、市と事業者で

協議の上、当該見積金額の

妥当性（正当性）について

十分な検討を加えた上で決

定するものとします。 

29 日常修繕・日

常更新業務に

ついて 

4 2 1 (1) 2) ｲ  費用 75 万円(税込)は、事

業者が貴市に提出する見積

書の金額と考えて宜しいで

しょうか。 

番号 28 への回答を参照し

てください。 



 （９）

番号 項 目 頁 第 1 (1) 1) ｱ ① 質 問 回 答 

30 日常修繕・日

常更新業務に

ついて 

4 2 1 (1) 2) ｲ  同一年・同一項目、3回/年

度の記載から、単純試算で

年間 2,250,000 円（税込）

の修繕作業が可能と判断さ

れ、実施内容によっては大

規模修繕で見込んでいたも

のが本修繕で行われ、結果

機器が更新に至る可能性が

懸念されることから、その

様なことが懸念される場合

は事業者からの申し入れに

より協議の場を設けていた

だく事は可能でしょうか。 

要求水準書第２､１､(1)の

「2)･･･本事業とは別途に

実施（発注）する計画修

繕・計画更新業務の考え方

（定義）･･･」は、本来な

らば市が負担すべき計画修

繕・計画更新業務について

も事業者に負担させようと

いう趣旨でないことから、

ご質問にあるような協議の

場を設けるものとします。 

31 日常修繕・日

常更新業務に

ついて 

4 2 1 (1) 2) ｳ  本項の「当面（計画修繕・

計画更新業務を実施するま

での間）の給食提供を継続

するための応急の対応策」

について、以下の点を確認

させていただけないでしょ

うか。 

①業務範囲は、計画修繕・

計画更新業務の対象設備等

と考えて宜しいでしょう

か。 

②計画修繕・計画更新業務

の計画は貴市が策定するも

のでしょうか。 

③応急の対応策は、不具合

対応として実施する部品交

換や部分補修と考えて宜し

いでしょうか。例えば、空

調設備１系統の機器更新

や、屋上防水一面の更新と

いった、設備等の一式更新

は応急の対応策に含まない

との認識で宜しいでしょう

か。 

④応急の対応策にかかる費

用が税込 75 万円以上とな

る場合は、本業務の対象外

になると考えて宜しいでし

ょうか。 

ご質問の①について、お考

えのとおりです。あくまで

も、市が負担すべき計画修

繕・計画更新業務を実施す

るまでの間においても給食

提供を継続するために必要

となる応急の対応策に限定

するものであり、それ以上

の対応策を求めるものでは

ありません。 

ご質問の②について、お考

えのとおりです。市は、事

業者による計画修繕・計画

更新業務のための施設等調

査業務の報告を受けて、計

画修繕・計画更新業務の内

容を策定するものとしま

す。従って事業者は、市が

当該計画修繕・計画更新業

務の内容を策定（判断）す

るために必要かつ十分な資

料を提供する必要があるこ

とに留意してください。 

ご質問の③について、お考

えのとおりです。あくまで

も、市が負担すべき計画修

繕・計画更新業務を実施す

るまでの間においても給食

提供を継続するために必要

となる応急の対応策に限定

するものであり、それ以上

の対応策を求めるものでは

ありません。 

ご質問の④について、当該

（ウの“75 万円”）規定



 （１０） 

番号 項 目 頁 第 1 (1) 1) ｱ ① 質 問 回 答 

は、イの規定にも適用され

るものではありませんが、

当該応急の対応策に多大の

費用が必要となる場合にあ

っては、市と事業者におけ

る協議の場を設けるものと

します。 

32 業務報告書に

ついて 

5 2 1 (4)    毎月提出の月次報告書、及

び四半期毎に提出の四半期

報告書は統一し月次報告だ

けとすることは可能でしょ

うか。また、四半期報告書

がサービス対価支払い条件

であれば四半期毎の最終月

（6月、9月、12月、3月）

の月次報告書に必要情報を

追加することで認めていた

だく事は可能でしょうか。 

ご質問の後段のように、四

半期毎の最終月（６月、９

月、12月、３月）の月次報

告書に必要事項（例えば、

四半期の合計数量や総括

等）を追加することによ

り、当該報告書を月次報告

書とともに、四半期報告書

としても取り扱うものとし

ます。 

33 開業準備・引

継ぎ期間にお

ける光熱水費

の取扱いにつ

いて 

5 2 2 (1) 3)   現事業者と次期事業者が相

違する場合、現事業期間に

調理リハーサルを行うこと

が想定されます。その場合

の調理リハーサルで使用し

た光熱水費の支払元につい

ては事業者間の個別調整に

よるものと考えて宜しいで

しょうか。また次期事業期

間に調理リハーサルを行っ

た場合の光熱水費の負担は

次期事業者又は市となるの

かご教授願います。 

まず、現事業者と本事業の

事業者（次期事業者）は、

必ず相違するものであると

ともに、開業準備・引継業

務の業務期間は、要求水準

書第２､２､(2)及び第３､

２､(2)の業務期間において

「包括委託契約の締結日か

ら給食提供開始日の前日

（令和８年３月 31 日）ま

での間とする。」と規定さ

れています。なお、何らか

事由で開業準備・引継業務

が令和８年４月１日以降と

なった場合にあっても、要

求水準書第２､２､(1)及び

第３､２､(1)の規定におい

て「3) 開業準備・引継業

務の実施に必要な費用は、

調理リハーサルで使用する

食材調達に要する費用、調

理リハーサルに伴い発生し

た残食及び残渣の処理に要

する費用を含め、すべて事

業者の負担とする。」が適

用されます。 

その上で、開業準備・引継

業務に係る光熱水費の具体

的な支払方法については、

市及び現事業者と本事業の
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番号 項 目 頁 第 1 (1) 1) ｱ ① 質 問 回 答 

事業者（次期事業者）で協

議の上、定めるものとしま

す。 

34 維持管理業務

における業務

記録の作成、

保管及び提出

について 

6 2 2 (4)    「当該記録には、必ず以下

を含むものとする。」とあ

ります。記録の一覧を公表

いただけますでしょうか。 

(4)に以下を追記します。 

1)維持管理業務・運営業務

計画書 

2)維持管理業務・運営業務

仕様書（マニュアル）等 

3)運営備品の確認、調達に

関する業務記録 

4)設備機器等の試稼動に関

する業務記録 

5)業務従事者等の研修に関

する業務記録 

6)調理リハーサルに関する

業務記録 

7)配送・回収リハーサルに

関する業務記録 

8)廃棄物の処理に関する業

務記録 

9)その他維持管理業務に関

する開業準備・引継業務

に関する業務記録 

35 維持管理業務

に関する開業

準備・引継業

務記録の内容 

6 2 2 (4)    「当該記録には、必ず以下

を含むものとする。」とあ

りますが、「以下」に該当

する内容について具体的に

明記願います。 

番号 34 への回答を参照し

てください。 

36 事業期間終了

時の検査につ

いて 

7 2 3 (5)    事業期間終了時の検査項目

について目視及び打検等に

よる検査を主として実施

し、施設の運営に支障がな

いレベルの経年劣化につい

ては許容いただけるとの認

識で宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

37 付帯施設保守

管理業務の対

象物について 

9 2 5 (1)    現事業期間に市が敷地内に

設置した「防災備品倉庫」

については、要求水準書に

記載が無いことに加え、市

職員が専ら使用する施設で

あることから付帯施設保守

管理業務の対象外との認識

です、間違いは無いでしょ

うか。 

ご理解のとおりです。 

38 警備業務につ

いて 

15 2 10 (1) 4)   「夜間、休日等の一般開放

の際に・・・」の一文は、

館内見学者等がある場合

ご理解のとおりです。 
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番号 項 目 頁 第 1 (1) 1) ｱ ① 質 問 回 答 

に、部外者となる第三者が

給食エリアや事務室に立ち

入らない様に機械警備や生

体認証装置を用いて権限の

ある者のみの入室を許可す

ることと認識して宜しいで

しょうか。 

39 市独自のソフ

ト事業への協

力支援につい

て 

23 3 4 (4) 2) ｴ  「市独自のソフト事業」と

は想定しているものが有れ

ば具体的にご教授願いま

す。 

市独自のソフト事業として

実施を予定している給食セ

ンター主催の各種会議やイ

ベントへの出席等を想定し

ています。 

 

＜ 添付資料・別冊資料に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 事業者選定基準に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 1 (1) 1) ｱ - - 質 問 回 答 

40 事業者の選定

体制 

1 2 (3)     「審査委員会」には、外部

機関等の有識者も加わるの

でしょうか。 

本事業の審査委員会は、市

の職員及び市の附属機関の

有識者で構成するものとし

ます。 

41 基本的要件に

関する適格審

査 

3 4 (3) 1)    事業計画に関する項目の審

査基準に「特別目的会社へ

の出資内容が明示されてい

るとともに、出資条件が満

たされていること。」とあ

ります。文頭に「特別目的

会社を設立する場合は、」

の文言を追加いただけます

でしょうか。また、共同企

業体または事業者単体で入

札参加する場合の審査基準

がありましたら明示いただ

けますでしょうか。 

「（基本項目）特別目的会

社、（審査基準）・特別目的

会社への出資内容が明示さ

れているとともに、出資条

件 が 満 た さ れ て い る こ

と。」を、「（基本項目）特

別目的会社等、（審査基

準）・特別目的会社を設立

する場合にあっては、出資

内容が明示されているとと

もに、出資条件が満たされ

ていること。／・共同企業

体を組成する場合にあって

は、業務分担の内容及び価

額が明示されているととも

に、共同企業体として必要

となる条件が満たされてい

ること。」に修正します。 

42 提案審査（基

礎審査） 

3 5      「適格審査の要件を１つで

も満たさない場合は失格と

する。」とあり、適格審査

の項目（３）１）事業計画

に関する事項に「特別目的

会社」の項目があります。

他方、募集要項 15 頁で

番号 41 への回答を参照し

てください。 
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番号 項 目 頁 1 (1) 1) ｱ - - 質 問 回 答 

は、ＳＰＣを設立せず、共

同企業体の組成でもよい公

募条件となっていることか

ら、ＪＶ組成時にはこの項

目は適用されない・記載し

なくとも失格にはならない

ことを確認させて下さい。 

 

＜ 基本協定書（案）に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 包括委託契約書（案）に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 章 節 条 項 号 
別紙 
番号 質 問 回 答 

43 共同企業体と

取交す契約書

について 

       共同企業体が優先交渉権者

となる場合、包括委託契約

書に代わり指定管理者基本

協定および年度協定を締結

することになりますでしょ

うか。その場合、以下 2 点

について協定書に盛り込ん

でいただけますでしょう

か。 

①事業期間毎年度の委託金

額表または支払いスケジュ

ール表 

②年度協定における委託金

額の変更を、包括委託契約

書物価改定指数によるもの

とする条文 

事業者が共同企業体（Ｊ

Ｖ）の場合であっても、

「基本協定書」及び「包括

委託契約書」を締結するも

のとします。なお、「基本

協定書（案）」及び「包括

委託契約書（案）」の鑑

（表紙）に、それぞれ「※

この「基本協定書(案)」

は、優先交渉権者（次順位

交渉権者）が「特別目的会

社」を設立することを前提

として作成しているもので

あり、「特別目的会社」を

設立しない場合にあって

は、該当部分を加筆・修正

するものとする。」、「※こ

の「包括委託契約書(案)」

は、優先交渉権者（次順位

交渉権者）が「特別目的会

社」を設立することを前提

として作成しているもので

あり、「特別目的会社」を

設立しない場合にあって

は、該当部分を加筆・修正

するものとする。」として

いることに留意してくださ

い。 

その上で、ご質問の①、②

については、募集要項、要

求水準書及び応募者の提案

書に基づき、包括委託契約

書別紙３において、詳細に

規定するものとします。 

なお、本事業は、指定管理
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番号 項 目 頁 章 節 条 項 号 
別紙 
番号 質 問 回 答 

者制度の対象事業ではあり

ません。 

44 「初年度」用

語の定義につ

いて 

2 1  1 (11)   （ただし、初年度は「本契

約」の効力発生日から令和

６年３月３１日までをい

う。）と記載されておりま

すが、令和９年３月３１日

までと認識しております、

間違いは無いでしょうか。 

ご質問箇所の「令和６年３

月 31 日までをいう。」を

「令和９年３月31日までを

いう。」に修正します。 

45 用語の定義 2 1  1 (11)   「事業年度」の定義におい

て、初年度が「本契約の効

力発生日から令和 6 年 3 月

31 日まで」と記載されてい

ますが、これは誤記ではな

いでしょうか。正しくは令

和8年 3月 31日など、契約

期間と整合する日付になる

と考えますが、ご確認をお

願いいたします。 

番号44への回答を参照して

ください。 

46 事業者 4 2  6 2   「「本契約」上の「事業

者」の債務不履行について

は、その原因及び結果のい

かんを問わず、「事業者」

の責めに帰すべき事由とみ

なす。」と規定されてお

り、本事業の業務には「引

継」業務も含まれておりま

す。ここにいう引継は、要

求水準に規定のとおり本事

業実施時における施設の状

況確認や事務書類の引継ぎ

を指すことから、前ＰＦＩ

事業における未実施事項に

ついては、前ＰＦＩ事業に

おけるＳＰＣがその履行義

務を負っており、本事業の

実施主体には契約上、承継

されないことを確認させて

ください。 

本事業は公募型プロポーザ

ルにおいて選定される新事

業であり、前ＰＦＩ事業と

の契約上の関連性は遮断さ

れることから、前ＰＦＩ事

業の債権債務については、

本事業に引き継ぐことがで

きないとの理解です。 

本 条 項 は 、 あ く ま で も

「「民間事業者」、「維持管

理者」及び「運営者」の責

めに帰すべき事由に起因す

る「本契約」上の「事業

者」の債務不履行は、その

原因及び結果のいかんを問

わず、「事業者」の責めに

帰すべき事由とみなす。」

と規定するものであり、ご

理解のとおり、開業準備・

引継業務といえども、現事

業者の履行義務までをも引

き継ぐものではありませ

ん。 
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番号 項 目 頁 章 節 条 項 号 
別紙 
番号 質 問 回 答 

47 契約の保証 5 2  11 2 

3 

  「サービス対価」の 100 分

の10以上とありますが「当

該年度のサービス対価」の

100 分の 10 以上が一般的か

と存じますのでご修正くだ

さい。 

また、履行保証保険で対応

するのが一般的かと存じま

すが、維持管理・運営業務

を対象とする履行保証保険

においては当該年度を対象

とした保険しか存在せず、

工事請負と異なり履行期間

すべてを対象とする保険が

ございませんので、保険実

務に照らしても年度の 100

分の10以上に修正をお願い

いたします。 

番号７への回答を参照して

ください。 

48 事業者実施の

修繕などの事

前承諾につい

て 

11 3 2 23 2   事業者が自己責任と費用を

負担にて行う業務計画書に

記載のない修繕、又は施設

運営に重大な影響を及ぼす

修繕については、市への事

前通知と承諾が必要になり

ますが、これらの条件の場

合、給食作成業務に影響の

ある緊急性の高い内容と判

断しますので、内容、状況

により事後報告を認めて頂

きたいと考えます。 

原案のとおりとします。 

ただし、ご質問のような非

常時・緊急時における対

応・措置については、あら

かじめ市と事業者で協議の

上、業務計画書に記載する

ものとします。 

 

＜ その他に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 箇 所 質 問 回 答 

49 大気汚染防止

法による業務

内容の確認 

要求水準書P.8-4-(3)点

検業務 

法が定める煤煙濃度測定に

ついて、法的根拠により測

定不要と判断された場合事

業者の判断により任意作業

（自主測定）へ変更は可能

でしょうか。またその対応

について別途協議の場を設

けることは可能でしょう

か。 

要求水準書に記載のとお

り、遵守すべき法令等及び

適用すべき要綱・基準類等

の定めにより、法定点検

（ 必 要 と な る 整 備 を 含

む。）を実施するものとし

ます。なお、遵守すべき法

令等及び適用すべき要綱・

基準類等の定めにより、事

業者が測定不要（任意作業

への変更が可能）と判断す

る場合にあっては、市と事

業者で協議の上、当該判断

の是非を決定するものとし
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番号 項 目 箇 所 質 問 回 答 

ます。 

50 照明器具管球

類の交換につ

いて 

要求水準書P.8-4-(4)日

常修繕・日常更新業務 

2027 年末までで一般照明用

の蛍光灯の製造と輸出入が

廃止となり、既に一部メー

カーでは製造を終了してい

る状況です。 

場合により蛍光灯供給が不

可能な状況が発生し管球交

換が出来ない場合も想定さ

れます、その場合の対応に

ついて伺いたい。 

また、その対応について別

途協議の場を設けることは

可能でしょうか。 

蛍光灯供給が不可能な状況

が発生し管球交換が出来な

いことが想定される場合に

あっては、あらかじめ（事

前に）当該対応策につい

て、市と事業者での協議の

場を設けるものとします。 

51 計画修繕・計

画更新業務の

ための施設等

調査業務の取

扱いについて 

要求水準書 P.15-11 事業期間において 3 回実施

する施設等調査業務は、実

施回数と調査内容・調査方

法から多大な費用と時間を

必要とします。 

これは事業委託料の著しい

増加要因となることが想定

されることから、実施項目

と実施方法に付いては都度

協議とさせていただく事は

可能でしょうか。 

原案のとおりとします。な

お、本事業における計画修

繕・計画更新業務のための

施設等調査業務は、本事業

による給食提供に支障が生

じることがないようにする

ために重要であるととも

に、市が定める委託料支払

総額の上限価格には、当該

業務に関する適正費用が含

まれています。 
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（別紙）募集要項第５､６､(3)を､以下のとおり修正します。 

 

６ 支払条件等 

(3) 運営費相当分 

③ 運営費相当分の支払額の改定 

ア 運営費相当分のうち「Ｂ 運営業務に係るサービス対価」の支払額は、事業期間中の物価

変動に対応して改定する。当該改定は、固定料金分とともに変動料金分（変動料金分の単価）

を対象とする。なお、運営費相当分のうち「Ｂ’運営業務に係る消費税及び地方消費税相当

額」の支払額は、「Ｂ 運営業務に係るサービス対価」に、支払対象期間の消費税及び地方消

費税率を乗じた額とする。 

イ 物価変動を踏まえた支払額の改定時期は、以下のとおりとする。 

a) 改定の指数等（現指数等） 

・ 人件費以外の諸費用：毎年の８月次の「企業向けサービス価格指数／総平均」（日本

銀行調査統計局）の指数を基に算出する。 

・ 社員人件費    ：毎年の８月次の「企業向けサービス価格指数／労働者派遣サー

ビス」（日本銀行調査統計局）の指数を基に算出する。 

・ パート人件費   ：「宮城県最低賃金時間額」（厚生労働省宮城労働局）を基に算出

する。 

b) 改定の反映：翌年度の４月１日以降の支払額に反映させる。 

ウ 物価変動を踏まえた支払額の改定方法は、以下のとおりとする。 

（人件費以外の諸費用及び社員人件費） 

a) 令和８年度の支払額は、包括委託契約書に記載のとおりとし、改定は行わない。 

b) 初回の改定は、本事業の提案日が属する年度（令和７年度）の 10 月次の「企業向けサ

ービス価格指数」（日本銀行調査統計局）の指数を基に算出した改定の指数に対して、現

指数が±1.5％以上変動した場合に改定する。 

c) ２回目以降の改定は、前回改定時の改定の指数に対して、現指数が±1.5％以上変動し

た場合に改定する。 

エ 支払額の算出方法（改定率等） 

a) 令和８年度の１回当たりの支払額 

・P08=P07 

b) 令和９年度の１回当たりの支払額の改定（１回目） 

・P09=P07×(SPPI0808/SPPI0710)、ただし|(SPPI0808/SPPI0710)-1|≧1.5％ 

c) 令和 n 年度の１回当たりの支払額の改定 

＜過去に一度も改定されていない場合の支払額の改定＞（１回目） 

・Pn=P07×(SPPIn-1･08/SPPI0710)、ただし|(SPPIn-1･08/SPPI0710)-1|≧1.5％ 

＜既に改定されたことのある場合の支払額の改定＞（２回目以降） 

・Pn=Pr×(SPPIn-1･08/SPPIr-1･08)、ただし|(SPPIn-1･08/SPPIr-1･08)-1|≧1.5％ 

＜凡例＞ 
・ P07    ：包括委託契約書の記載に基づく１回当たりの支払額 
・ SPPI0710 ：令和７年 10月の指数/(１＋調査月の消費税及び地方消費税率) 
・ P08    ：令和８ 年度の１回当たりの支払額 
・ P09    ：令和９ 年度の１回当たりの支払額 
・ SPPI0808 ：令和８ 年８月の指数/(１＋調査月の消費税及び地方消費税率) 
・ Pn    ：令和ｎ年度の１回当たりの支払額 
・ SPPIn-1･08：令和ｎ-１年８月の指数/(１＋調査月の消費税及び地方消費税率) 
・ Pr    ：令和ｒ年度の１回当たりの支払額 
・ SPPIr-1･08：令和ｒ-１年８月の指数/(1＋調査月の消費税及び地方消費税率) 
・ r     ：直前(直近)の支払額が改定された年度 
・(SPPI○○○/SPPI○○○)-1：改定率 

※ 改定率に小数点以下第四位未満の端数が生じた場合は､これを切り捨てるものとする｡ 

※ 「企業向けサービス価格指数（SPPI）」には、「日本銀行調査統計局／企業向けサービ

ス価格指数／総平均又は労働者派遣サービス／ｘ月速報におけるｘ-1 月の訂正値」において

公表される指数を採用する。 
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（パート人件費） 

a) 令和８年度の支払額は、包括委託契約書に記載のとおりとし、改定は行わない。 

b) 初回の改定は、本事業の提案日が属する年度（令和７年度）の 10 月次の「宮城県最低

賃金時間額（以下「最低賃金」）という。」（厚生労働省宮城労働局）に対して、現最低賃

金が改定された場合に改定する。 

c) ２回目以降の改定は、前回改定時の最低賃金に対して、現最低賃金が改定された場合に

改定する。 

エ 支払額の算出方法（改定率等） 

a) 令和８年度の１回当たりの支払額 

・P08=P07 

b) 令和９年度の１回当たりの支払額の改定（１回目） 

・P09=P07×(W0808/W0710) 

c) 令和 n 年度の１回当たりの支払額の改定 

＜過去に一度も改定されていない場合の支払額の改定＞（１回目） 

・Pn=P07×(Wn-1･08/W0710) 

＜既に改定されたことのある場合の支払額の改定＞（２回目以降） 

・Pn=Pr×(Wn-1･08/Wr-1･08) 

＜凡例＞ 
・ P07    ：包括委託契約書の記載に基づく１回当たりの支払額 
・ W0710   ：令和７年 10月の最低賃金 
・ P08    ：令和８ 年度の１回当たりの支払額 
・ P09    ：令和９ 年度の１回当たりの支払額 
・ W0808   ：令和８ 年８月の最低賃金 
・ Pn    ：令和ｎ年度の１回当たりの支払額 
・ Wn-1･08  ：令和ｎ-１年８月の最低賃金 
・ Pr    ：令和ｒ年度の１回当たりの支払額 
・ Wr-1･08  ：令和ｒ-１年８月の最低賃金 
・ r     ：直前(直近)の支払額が改定された年度 
・(W○○○/W○○○)-1：改定率 

※ 改定率に小数点以下第四位未満の端数が生じた場合は､これを切り捨てるものとする｡ 

 

※ 以上にともなって、＜様式２５＞を修正しましたので、あわせて留意をお願いします。 
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２ 募集要項等に関する追記事項 

(1) 包括委託契約書（案）の第１条第１項第 11 号の「･･･「本契約」の効力発生日から･･･」を

「･･･「本契約」の締結日から･･･」に修正する。 

(2) 包括委託契約書（案）の第 45 条第１項の「･･･「本契約」の効力発生後における･･･」を「･･･

「本契約」の締結後における･･･」に修正する。 

(3) 包括委託契約書（案）の第 49 条第３項第２号の「･･･「本契約」の効力発生後最初の･･･」を

「･･･「本契約」の締結後最初の･･･」に修正する。 

(4) 包括委託契約書（案）の第 55 条第１項の「･･･「本契約」の効力発生後、･･･」を「･･･「本契

約」の締結後、･･･」に修正する。 

 

以上 

 


